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１ はじめに
社会資本整備重点計画（以下「重点計画」という。）は、中長期的な視点から社会資本整備に取り組む

ための道しるべであり、新に必要な社会資本の姿を明らかにするものである。具体的には、社会資本につ
いて、「計画期間における社会資本整備事業の実施に関する重点目標」、「重点目標の達成のため、計画期
間において効果的かつ効率的に実施すべき社会資本整備事業の概要」、「社会資本整備事業を効果的かつ効
率的に実施するための措置」等を明らかにするものとして、平成 15 年に第 1次重点計画が閣議決定され
て以来、これまで 3次にわたる計画が策定されてきた。（図 1）

（図１）社会資本整備重点計画について

第 3次重点計画は、平成 24 年度に策定され、平成 28 年度までを計画期間として推進されてきたが、計
画が策定されて以降も社会資本整備を巡る状況が大きく変化していることを踏まえ、第 3次重点計画を見
直し、本年 9月に第 4次重点計画を閣議決定したところである。本稿では、第 4次重点計画のポイントを
中心に、その概要を紹介する。
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2 計画改定の背景
社会資本整備をめぐっては、特に①加速するインフラ老朽化、②切迫する巨大地震、激甚化する気象災
害、③人口減少に伴う地方の疲弊、④激化する国際競争という 4つの構造的課題に直面している。これら
構造的課題に係る状況変化に的確に対応し、これらを乗り越えるための重点計画が求められている。こう
した新たな時代の要請に対しては、中長期的な視点から戦略的に取り組む必要があり、平成 26 年 7 月に
公表された「国土のグランドデザイン 2050」や本年 8月に策定された新しい「国土形成計画（全国計画）」
の具体化に向け、社会資本整備を計画的に推進する必要がある。また、社会資本整備も、我が国喫緊の課
題である経済再生と財政健全化に貢献していくことが求められる。
社会資本整備に今日求められるこうした時代の要請に応え、厳しい財政制約の下、社会資本の蓄積・高
度化の効果を最大限発揮するマネジメントの徹底により、我が国が直面する構造的課題を乗り越え、将来
にわたって安全・安心で豊かな国民生活と活力ある社会経済活動が可能となるよう第 4次重点計画を策定
するものである。

3 戦略的インフラマネジメントの構築
第 4次重点計画では、厳しい財政制約の下、社会資本のストック効果の最大化を図るための「戦略的イ
ンフラマネジメント」を構築することとしている。

（社会資本のストック効果）

社会資本整備に関しては、公共投資の事業自体により生産、雇用、消費等の経済活動が派生的に創出さ
れ、景気対策として短期的に経済を刺激する「フロー効果」が注目されてきた。しかし、社会資本整備の
本来の役割は、「ストッ
ク効果」である。ストッ
ク効果には、災害安全
性を向上させる「安全・
安心効果」、生活アメ
ニティの向上などに寄
与する「生活の質の向
上効果」のほか、民間
投資を誘発し、経済活
動の生産性を向上させ
る「生産拡大効果」が
ある。（図 2）

例えば、経済面での生産拡大効果として、以下のような事例が挙げられる。

▪ 圏央道の開通 　開通済み区間（平成 19 年に全通した関越道～中央道間）では、製造品出荷額が増
加（1.2 ～ 1.7 倍）し、昨年 6月や本年 3月に順次開通した神奈川、埼玉県内でも投資が拡大するなど、
沿線に工場や物流施設の集積が進展。（図 3）

（図２）社会資本の効果
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（図３）効率的な物流ネットワークの強化

▪ 首都高速中央環状線の全線開通 　首都高速中央環状線の大井 JCT・大橋 JCT間開通により、都心
環状線内側の交通量が 5％減少し、中央環状線内内側の渋滞が 5割減少。新宿から羽田空港までの所
要時間が平均 40 分から 19 分に短縮。（図 4－ 1）

▪ 東九州自動車道の延伸 　佐伯市では、過去 5年間で約 20 件の企業立地、有効求人倍率が 1.4 倍へ
向上するなど、企業立地が加速。（図 4－ 2）
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（図４）地方におけるネットワーク整備による企業立地促進、雇用増加
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▪ 首都圏外郭放水路等の整備 　水害による浸水戸数は 1/10 に激減。新たに 28 件の企業が進出。防災
のための整備が地域経済にも寄与。（図 5）
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（図５）防災・減災対策による投資リスクの減少・産業立地等の促進

（戦略的インフラマネジメントの重点化方針）

厳しい財政制約が見込まれる中、4つの構造的課題を乗り越えていくためには、優先度と時間軸を考慮
した選択と集中の徹底を図りつつ、機能性・生産性を高める観点から、こうした社会資本のストック効果
を最大限に発揮させるべく、従来にも増して重点的に取り組む戦略的な思考が求められる。
まず、既存の社会資本を最大限活用することが重要である。ICT等の新技術の活用など、運用の工夫・

効率化等により、社会資本の機能を最大限に発揮する。例えば、羽田空港では飛行経路の見直しにより、
発着枠を年間約 4万回拡大することとしている。このような既存施設について、定期的にストック効果の
発現状況を検証し、効果が不十分な場合は改善策等を検討するなど、ストック効果発現の PDCAサイク
ルを確立することが重要である。
また、新たな投資については、できるだけストック効果の高い事業に重点化していく必要がある。民間
の具体的な投資計画がある場合に、民間事業者等との連携を強化し、官民の関係者から成る協議会等を通
じ、民間事業者等の利用者のニーズに応じ、供用時期の早期明示、前倒し等にも努めていく。さらに、人
口減少を踏まえ、公営住宅や下水道などについては、地域のニーズを踏まえつつ、まちづくりと併せて集
約・再編等を行う。その際には、PPP ／ PFI の活用等により、例えば、公営住宅の集約化に伴い福祉施
設を設置するなど、民間のビジネス機会の創出も図る。
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4 社会資本整備を支える現場の担い手・技能人材に係る構造改革等
また、第 4次重点計画においては、持続可能な社会資本整備の実現に不可欠の要素として、「現場の担

い手・技能人材に係る構造改革」の実現を図ることを基本方針として掲げている。
防災・減災、老朽化対策など、建設企業は地域の守り手となるとともに、我が国の活力ある未来を築く
社会資本整備を支える大きな役割を担っている。地域に密着した防災・減災対策やメンテナンスへの対応
を含め、将来にわたる社会資本整備の着実な実施を図るためには、人口減少社会も見据えた現場の生産性
の向上を図りつつ、産業政策の観点からも、現場の担い手を安定的かつ持続的に確保・育成していくこと
が不可欠であり、若年入職者の減少や高齢化といった構造的な問題に対して、中長期的な視点に立った人
材確保・育成対策を強化することが重要である。
このため、技能労働者の適切な賃金水準の確保を図るとともに、社会保険等の加入についての取組の強
化を推進し、就労履歴の管理に向けた環境整備を官民で早急に講じる。また、低入札価格調査制度等の導
入・活用の促進や歩切りの根絶など、改正品確法の趣旨の徹底を図るとともに、現場における週休 2日制
の普及や、労働災害の防止など安全確保を推進する。さらに、若手技術者等が早期に活躍できる環境整備
や、5年で女性を倍増することを目指して策定した「もっと女性が活躍できる建設業行動計画」の着実な
実践などを推進する。
加えて、今後、我が国の生産年齢人口が総じて減少する中で、社会資本の効果的な整備を図るためには、
人材確保・育成とあわせて、現場の生産性向上に向けた構造改革を徹底する必要がある。このため、社会
資本整備の生産管理システムとして掲げたコンクリート施工の効率化、CIMの導入等の新技術・新工法
の活用や、適切な工期の設定、工程管理等の円滑化を推進する。また、情報化施工技術やロボット技術の
施工現場への大胆な導入など、施工プロセス全体を改善する。
人材・資機材の効率的な活用を図るため、債務負担行為の活用等による施工時期等の平準化等を進める
とともに、就労履歴の管理に向けた環境整備や、技術者の効率的活用など、技術や技能・経験等に応じた
人材の配置を推進する。また、行きすぎた重層化の回避や、適正な元請下請関係の促進により、重層下請
構造の改善を図る。

5 安定的・持続的な公共投資の見通しの必要性
さらに、計画では「安定的・持続的な公共投資の見通し」についての実現を図ることを基本方針として
掲げている。
公共投資は、過去の急激な増減による弊害の教訓を踏まえ、計画的な社会資本整備の着実な実施の観点
に加え、社会資本整備の担い手となる現場の技能人材の確保・育成の観点からも、安定的・持続的な見通
しの確保が求められる。
社会資本の整備には一定の期間を要するとともに、長期にわたってその機能を効果的に発揮する必要が
あることから、中長期的な視点から持続的な公共投資の見通しを持って計画的に実現していくことが重要
である。
こうした計画的な社会資本整備が安定的な公共投資の見通しの下で着実に実施され、そのストック効果
が適時適切に発現されることが、民間投資を誘発することにつながり、公共投資と民間投資の相乗効果の
発揮による経済成長に寄与することとなる。
社会資本整備を支える担い手の確保・育成の観点からも、安定的な公共投資の見通しは、若手を含む技
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能労働者等の安定した雇用・就業環境の形成に資するものである。特に、公共投資の大幅な削減によって、
人材が大量に離職し、若手比率が大幅に低下した中で、今後拡大するメンテナンス事業も含めた社会資本
整備を着実に実施するとともに、災害時には緊急輸送道路の確保（道路啓開）や津波浸水エリアの排水活
動、除雪作業等を担う、地域の守り手としての役割を果たすことが困難となるおそれがある。こうした事
態が深刻化しないよう、相当の時間を要する技術・ノウハウの継承が持続可能な形で、安定的な人材の確
保・育成が可能となるよう、安定的な公共投資が持続的に見通せることは重要である。

6 社会資本整備の目指す姿と計画期間における重点目標、事業の概要
ここまで、第 4次重点計画第 1章に掲げた社会資本整備が直面する 4つの構造的課題とこれを乗り越え
るための中長期的な視点からの社会本整備の基本戦略について概説したが、ここでは、第 2章にあたる「政
策パッケージの体系化とKPI（Key Performance Indicator）の設定」について紹介する。
基本戦略として示した「機能性・生産性を高める戦略的インフラマネジメント」の具体化を図り、中長
期的な見通しを持った社会資本整備を進めていくため、第 4次重点計画においては、4つの構造的課題に
対応した 4つの重点目標を定め、その達成に向けて必要な、事業横断的な 13 の政策パッケージを設定し
た上で、重点的に取り組むべき具体的な事業・施策を明らかにしている。
具体的には、4つの構造的課題に対応するものとして、加速するインフラ老朽化に対しては、重点目標
1「社会資本の戦略的な維持管理・更新を行う」を掲げ、あらゆる社会資本に共通する課題として、戦略
的メンテナンスに取り組むこととしている。
また、切迫する巨大地震、激甚化する気象災害に対しては、重点目標 2「災害特性や地域の脆弱性に応
じて災害等のリスクを低減する」を掲げ、「安全安心インフラ」の選択と集中により、ハード・ソフトの
取組を総動員し、人命と財産を守る事業・施策に重点的に取り組むこととしている。
人口減少に伴う地方の疲弊に対しては、重点目標 3「人口減少・高齢化等に対応した持続可能な地域社
会を形成する」を掲げ、「生活インフラ」の選択と集中により、人口減少下での地域生活サービスの持続的・
効率的な提供による生活の質の向上を図る事業・施策に重点的に取り組むこととしている。
激化する国際競争に対しては、重点目標 4「民間投資を誘発し、経済成長を支える基盤を強化する」を
掲げ、「成長インフラ」の選択と集中により、民間事業者等との連携を強化し、生産拡大効果を高める事業・
施策に重点的に取り組むこととしている。
これら重点目標の達成に向けた政策パッケージについては、優先度と時間軸を明確化する観点を踏まえ、
社会資本整備に関わる現状と課題、計画期間を超えて中長期的に目指す姿を示すとともに、その実現のた
めに平成 32（2020）年度までの計画期間中に取り組むべき重点施策や指標 について、一連のストーリー
として分かりやすく関連づけ、体系化することとしている。これにより、戦略的インフラマネジメントの
基本的考え方に即した選択と集中の徹底による事業・施策の具体的な概要を明確化していくこととする。
その上で、必要な事業・施策について、厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の
徹底を図りつつ取り組むべき重点施策として、その方向性を示した上で、具体的な事業・施策を整理する。
また、重点施策については、客観的なデータに基づき把握可能なものについてはできる限り、その達成
状況を定量的に測定するための指標を設定するとともに、このうち、当該政策パッケージの全体的な進捗
状況を示す代表的な指標については、KPI（Key Performance Indicator）として位置づけることとしている。
（図 6）
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（図６）重点目標とＫＰＩの一覧

7 おわりに
社会資本は、幅広い国民生活や社会経済活動を支える基盤であり、次世代への設備投資に相当するもの
である。その本来の役割であるストック効果が最大限発揮されるよう、本重点計画に基づき着実な社会資
本整備を実施していく必要がある。


